
 

 令和７年３月６日（木）に、令和６年度第２回特別支援連携協議会

を遠隔会議システムによるオンライン会議として開催しました。事務

局から特別支援教育総合実践事業の成果及び特別支援教育に係る管

内の状況について説明を行い、その後、委員による協議を行いました。

本会議の概要を紹介します。 

 

 

令和７年３月 28 日 

令和６年度 

根室管内特別支援連携協議会だより 
根室管内特別支援連携協議会事務局（根室教育局） 

 

 

 

 

 

・「特別支援教育充実セミナー」では、推進地域の中標津町から、町内の特別支援教育に関わる連携体制

を構築することを目的に、子どもの発達支援に携わる教育・保健福祉の関係者同士のつながりの場を提

供する取組について、昨年度の取組やアンケートを基に改善点も踏まえて紹介していただいたことに

より、教育と福祉が連携した取組を進めることの大切さについて理解を深めることができた。 

・校内支援体制を充実していくために、支援の対象とすべき児童生徒について幅広く把握し、必要な支

援を組織的に実施すること、通常の学級においても個別の教育支援計画・個別の指導計画の作成と活

用を進めていくこと、校内委員会の機能を強化していくために、特別支援教育コーディネーターが中

心的な役割を担っていくことが必要である。 

 

 

各委員からの意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
まとめ（釧根地区ＡＤＨＤ／ＬＤ／ＰＤＤ懇話会中標津支部・事務局 高 田   光（公認心理師）） 
 
 
 
 

 

 

 

・特別支援教育コーディネーターの果たす役割への期待が高く、その専門性を向上させるためには、研

修の場で知識を学ぶとともに、特別支援教育コーディネーターが力を発揮しやすい環境をつくり、学

校全体で養成していくシステムづくりが大切になると考える。 

・関係機関の連携では、関係機関それぞれの役割について知ることが大事であり、どのようなときに、

どのように連携することができるのか把握することが重要である。 

・個別の教育支援計画でこれまでの支援の経緯を引き継ぐことが大切であり、幼児教育施設や学校での

支援の状況や、医療、保健福祉、労働との連携の状況など、幼児期から成人期までの流れが一目で分

かる子どもたちの歴史が個別の教育支援計画であり、重要なツールであるということを改めて確認す

る必要がある。 

 

説明「特別支援教育総合実践事業の成果及び専門家チーム会議の取組について」 

【令和６年度の根室管内特別支援連携協議会の重点】 

① 特別支援教育コーディネーターの専門性の向上 

② 個別の支援計画を活用した教育・福祉の連携強化 

協議「巡回相談等における事例に基づく、切れ目ない一貫した指導や支援の充実と連携強化の成果の共有」 

関係機関との連携などについて、特別支援教育

コーディネーターを中心として、学校全体で校内

の支援体制を推進する必要がある。 

パートナー・ティーチャー派遣事業では、相談

者の主訴が多様化しており、外部機関による巡回

相談や、専門家チームの活用など内容により相談

機関を選択できるよう周知する必要がある。 

関係機関からの助言を受けて支援しているが、

教員自身が支援方法に悩むことが多い。研修を受

けることにより知識を増やし、特別支援教育の理

解を深める必要がある。 

 特別支援教育コーディネーターとペアレント

メンターが連携し、保護者の困り感に寄り添う座

談会を企画したところ、好評であった。 

 保健所では、健康面の支援が主だが、養護教諭

とも連携しながら関わることがあり、それぞれの

役割を確認しながら対応しているところである。 

個別の教育支援計画は、作成することが目的と

なっている場合があり、活用まで進んでいない状

況が見られることから、個別の教育支援計画につ

いて、効果的に活用できるよう見直していく必要

がある。 


